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寄託データの概要と注意点 

１．はじめに－Wave7の位置づけ 

本研究プロジェクトは、東京都老人総合研究所（研究代表：前田大作）とミシガン大

学（研究代表：Jersey Liang）の共同研究として 1986 年にスタートした。1987 年には

全国から層化二段無作為抽出された 60 歳以上の男女を対象として初回調査（Wave1）を

行い、その後、1990年（Wave2）に 60～62歳、1996年（Wave4）に 60～65歳のサンプル

を補充しながら、３年ごとに追跡調査を実施してきた。1999 年の Wave5からは、調査実

施主体に東京大学が加わった。 

この調査では、高齢者の身体的・精神的健康、家族、家族以外の社会関係、経済状態

など、高齢者の保有する資源や生活の状況を様々な側面から調べている。同じ対象者を

繰り返し調査するパネル調査、あるいは縦断研究（longitudinal study）の手法をとる

ことにより、高齢者の資源や生活の状況の変化の様子や、変化をもたらしている要因を

分析できるようになっている。 

1999 年、2002年に実施された Wave5、Wave6 は、それ以前の Waveの継承という側面に

加えて、「後期高齢期の健康・家族・経済のダイナミクス」という新たな研究テーマに取

り組むという側面ももっていた。わが国では、急速な少子高齢化が進む中で、後期高齢

者（通常 75歳以上）の人口や割合も急速に増えており、前期高齢者に比べて健康に問題

を抱える人の多い後期高齢者への対応は、焦眉の社会的課題となっている。後期高齢者

に着目した課題設定を可能にするため、Wave5 では、70 歳以上の大規模標本を新たに無

作為抽出して追加したほか、一部の調査項目については Wave4 までの項目の入替（項目

の削除・追加）を行った。Wave6(2002)の 4年後の 2006 年に実施された Wave7 は、Wave6

に引き続き追跡調査という位置づけで実施され、新たな標本の追加は行われなかった。 

２．Wave7の調査方法の概要 

１）調査対象者と追跡基準 

Wave7 の対象者は、Wave4（1996）までに抽出された人（2006 年 9 月末時点で 70 歳以

上、表 1 の①）と、Wave5（1999）で抽出された人（同 77 歳以上、表 1 の②）から構成

され、Wave6までに１回以上調査に協力した追跡対象者である。 

本縦断研究では、抽出された Waveの調査に回答した人（代行回答を含む）は、原則と

して全員追跡対象となっており、途中で回答していない Waveがあっても、死亡や調査継

続拒否の場合を除き、毎回、調査への協力依頼を行っている 1。この追跡基準により、Wave6

1 調査継続拒否者には協力依頼は行っていないが、対象数には含めている（未回収扱い） 
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までに死亡が判明した人を除く追跡対象者は 3,878 人であった。ここから、Wave7 調査

の前に実施した住民票（除票）の確認または Wave7の調査員訪問により、死亡（614人）

または Wave5 での誤抽出により対象年齢外であることが判明した人（１人）の計 615 人

を除く 3,263人を、Wave7 の最終的な対象者とした（表 1参照）。 

 

２）調査の実施方法と回収状況 

調査は訪問面接法により 2006 年 10 月に実施した。対象者本人への面接調査を基本と

するが、重い病気などで本人が回答不能の場合は、家族などへの代行調査を実施した。

また、10 月の調査期間中に不在などの理由で協力を得られなかった対象者については、

12 月に再調査（二次調査）を実施し、回収率の向上に努めた。 

表 1 に回収状況を示した。「本人回答（短縮版）」は、本人調査票の一部の項目のみで

構成された短縮版の回答者である。短縮版調査票は、10月の欠票理由から通常版への回

答が困難と判断された対象者に限り、調査員に二次調査での使用を認めたものである。

短縮版を含む本人調査の回答者数は 2,103 人、代行調査を含めると 2,459 人であり、死

亡を除く対象者（3,263人）における回収率は、それぞれ 64.4％、75.4％であった。 

 

表１ Wave7（2006年）の回収状況 

 ①Wave5 以前か

らの追跡対象者 

(70歳以上) 

②Wave5からの 

追跡対象者 

（77歳以上） 

計 

該当数 ％ 該当数 ％ 該当数 ％ 

対象数 2,427  1,451  3,878  

死亡を除く対象数 2,067 100.0 1,196 100.0 3,263 100.0 

本人回答（通常版） 1,355 65.6 740 61.9 2,095 64.2 

本人回答（短縮版） 4 0.2 4 0.3 8 0.2 

代行回答 203 9.8 153 12.8 356 10.9 

本人＋代行 1,562 75.6 897 75.0 2,459 75.4 

欠票（死亡以外） 659 20.2 265 22.2 659 20.2 

注）「死亡を除く対象数」は Wave7で死亡が判明した人を除いた対象者数。ただし、Wave5

の抽出時、対象年齢外だったことが判明した 1名も除外。「本人回答」は対象者本人が回

答、「代行回答」は家族等が代行調査票に回答した数。 

 

3）主な調査項目 

 本人調査の主な質問項目は、就労、家族関係（配偶者、子ども、同居家族）、家族以外

の関係（友人、近所づきあい、グループ参加）、ソーシャルサポート、身体的・精神的健

康、領域別満足度、保健行動、医療・介護サービスの利用、余暇活動、宗教的活動、ト

ラウマ的な出来事の経験、経済状態（収入・資産）など多岐にわたる。 

前回の Wave6 からの変更点は「研究対象と方法」の P.12 の表に示されており、Wave1
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～Wave6までの質問項目との対応や分析上の注意点については、添付の資料 1「調査項目

および注意点一覧表」にまとめられている。 

また資料 2 として調査票を添付した。Wave7 では、Wave5 からの追跡対象者に対して、

面接調査の最後に子どもへの郵送調査の依頼を行ったため、本人・代行調査票が「子ど

も調査有り」（Wave5 からの対象者用）と「子ども調査無し」（Wave5以前からの対象者用）

の 2 種類に分けられていた。資料としては「子ども調査無し調査票」を添付したが、子

ども調査の依頼以外の項目は共通であり、寄託データには全対象者分のデータが含まれ

る。なお、寄託データは高齢者調査のデータで、子ども調査のデータは含まない。 

 

３．寄託データに関するその他の注意事項 

 

１）パネルデータとして分析する場合 

 Wave6までのデータについては、Social Science Japan Data Archive (SSJDA) に、「老

研－ミシガン大 全国高齢者パネル調査 ＜Wave1（1987）,Wave2（1990）,Wave3（1993）

＞」、「同＜Wave4(1996) ＞」、「老研－ミシガン大－東大 全国高齢者パネル調査＜

Wave5(1999), Wave6(2002) ＞」として寄託されている。これらのデータと Wave7のデー

タを統合してパネルデータとして利用する場合は、資料１「調査項目および注意点一覧

表」の表紙にある「データ使用上の注意点」の（１）を参照のこと。 

  

２）寄託データのデータ件数 

Wave7 の寄託データには、パネルデータとしての使用を想定して、Wave7までに調査対

象となった 5,990 人分のデータが含まれている。これには Wave2 以降に抽出された人の

うち、抽出時の調査に回答しなかったため、追跡対象とならなかった人（775 人）や、

Wave7 までに死亡した追跡対象者（次項３）参照）も含まれている。 

ただし、表 1 にもあるように、対象者本人が回答した本人票のデータ（j7v から始ま

る変数）を分析可能なのは 2,103 人（短縮版完了者 8 人を含む）、代行票のデータ（j7p

から始まる変数）を分析可能なのは 356人である。 

また、入力されている欠票データ（j7nから始まる変数）のケース数は、Wave7 の欠票

（調査不能）として扱っている数と一致していない。これは、追跡対象者に含まれてい

ても、訪問前に住民票の確認（除票確認）で死亡が判明したり、以前の Waveで調査の継

続を拒否したなどの理由で実際には訪問していないケースがあることなどによる。 

 

３）追跡対象者における死亡の状況 

寄託データには、調査に 1 回以上協力した追跡対象者 5,215 人について、Wave7 時点

での死亡状況に関する変数（死亡が判明した wave、死亡年月）が含まれている。追跡対

象者のうち、Wave7までに死亡を確認したのは 1,952人（= 5,215-生存 3,263）である（表

２を参照）。 

死亡した元号、年、月（totaldg7, totaldy7, totaldm7）のデータは、原則として、
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住民票の確認により得た情報に基づく。住民基本台帳上では対象者名簿にある住所に該

当者がいない、自治体から協力を得られないなどにより住民票の確認ができなかった場

合は、家族等から得た情報が入力されており、家族等からも死亡年月の情報が得られて

いない場合は「不明」となっている。 

 

表２ 初めて調査に参加した Wave別にみた、追跡対象者の Wave7までの死亡状況 

参入した 

Wave 

[entwav] 

抽出時

年 齢

（歳） 

追跡対

象者数 

（人） 

死亡が判明した wave［d_wave7］ 

Wave2 Wave3 Wave4 Wave5 Wave6 Wave7 生存 

(非該当) 

Wave1 60以上 2,200 163 196 219 229 227 281 885 

Wave2 60-62 404 0 20 13 12 19 32 308 

Wave4 60-65 976 0 0 0 27 28 47 874 

Wave5 70以上 1,635 0 0 0 0 185 254 1,196 

計  5,215 163 216 232 268 459 614 3,263 

注）[ ]内は、寄託データにおける変数名。「生存」には若干名の生死不明者を含む。 

 

４）各 Waveの呼称 

資料によって各 Waveの呼び方が統一されていないが、以下のように対応している。 

・Wave1（W1）…第１回調査、1987年調査、初回調査 

  ・Wave2（W2）…第２回調査、1990年調査、第１回追跡調査 

  ・Wave3（W3）…第３回調査、1993年調査、第２回追跡調査 

  ・Wave4（W4）…第４回調査、1996年調査、第３回追跡調査 

 ・Wave5（W5）…第５回調査、1999年調査、第４回追跡調査 

 ・Wave6（W6）…第６回調査、2002年調査 

 ・Wave7（W7）…第 7回調査、2006年調査 

 

５）本データを用いた研究発表のリスト 

 本縦断データを用いた研究発表はすでに多く行われているため、データ分析の前に、

自身の研究がすでに発表された研究と重複しないかを確認することが不可欠である。本

データを用いた学会発表・論文等（SSJDA 利用分を含む）の最新リストは、調査のホー

ムページ（http://www2.tmig.or.jp/jahead/）の「研究成果」のページから入手できる。 

 

６）SSJDA 以外での個票データ公開 

本調査データは、ICPSR（Inter-university Consortium for Political and Social 

Research   http://www.icpsr.umich.edu/）のデータアーカイブにおいても、

"National Survey of the Japanese Elderly" として公開されている(2017 年末現在、

Wave4 まで)。 
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研究対象と方法 
 

【注意点】 

○ 6～23 ページの「第 1 節 高齢者追跡調査の方法」および 24 ページの「研究組織」は、

以下の研究報告書からの抜粋である：  

厚生労働科学研究費補助金政策科学総合研究事業「後期高齢者の身体的･経済的・精神的

支援における家族と公的システムの役割」平成 17 年度～平成 19 年度総合研究報告書（主

任研究者：秋山弘子）, 平成 20（2008）年 3 月 （「高齢者の追跡調査の方法」は、第 2

章第 1 節、p.9～26） 

◯図１にある「子どもの郵送調査」のデータは、本寄託データには含まれない。 

◯執筆者の所属や回収状況等の数値は、2008 年 3 月末時点のものである。 
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第１節 高齢者追跡調査の方法 
 

小林江里香 1)    菅原 育子 2)    深谷 太郎 1) 

1)東京都老人総合研究所 社会参加とヘルスプロモーション研究チーム 

2)東京大学総括プロジェクト機構ジェロントロジー寄付研究部門・ 

厚生労働科学研究推進事業リサーチ・レジデント 

 

要約 

本研究は、全国から無作為抽出された 60 歳以上の高齢者を対象に 1987 年に開始した追

跡調査を基盤としており、2006 年には第 7 回調査を実施した。第 7 回調査の対象者は、第

6 回調査（2002）までに 1 回以上調査に協力した人であり、1987 年、90 年、96 年に抽出さ

れた 1987 年開始パネル（第 7 回時 70 歳以上）と、第 5 回調査(1999)において新たに追加

された 1999 年開始パネル（同 77 歳以上）から構成される。第 7 回調査はこれまでと同様

の訪問面接調査により実施され、対象者本人による回答は 2,103、代行者による回答は 356

で、計 2,459 名が回答した。死亡を除く回収率は 75.4％であり、前回調査より低下してい

た。第 7 回調査終了時のパネルの状況としては、7 回の調査で 1 回以上協力した全追跡対

象者 5,215 名中の約 3 分の 1 について死亡が確認され、第 1 回調査からの対象者では約 6

割が死亡により脱落した。 

 

 

１．全国高齢者長期縦断研究の概要 

１）本研究の歴史と研究課題 

 本研究が基盤とする全国高齢者の長期縦断研究は、1986 年に東京都老人総合研究所とミ

シガン大学の共同研究として始まった。1987 年には全国の 60 歳以上の在宅高齢者を対象

として第 1 回調査を実施し、その後、新規標本を追加しながら約 3 年ごとに追跡調査を行

ってきた。1999 年の第 5 回調査からは東京大学も調査実施主体に加わり、それ以外の研究

機関の研究者も参加する国際的な共同研究として追跡調査を重ねてきた。 

 この追跡調査においては、心身の健康や生活習慣、家族、友人・近隣関係、社会参加、

経済状態など、高齢者の生活の様々な側面について、その実態や変化の様子を調べている。

特に第 5 回調査からは、ミシガン大学社会調査研究所による AHEAD 研究（Study of Assets 

and Health Dynamics Among the Oldest Old：後期高齢者の資産と健康のダイナミクス）を参

考に、急増する後期高齢者の問題に焦点を当て、高齢者の「健康」「家族などの社会関係」

「経済」の資源が、相互に影響を与え合うダイナミックな関係を、縦断的なデータを用い

て明らかにすることを目指している。このような経緯から、第 5 回調査からは、本研究も

AHEAD になぞらえて JAHEAD（Japanese AHEAD）という名称を用いるようになった。 

また、第 5 回調査（1999）と第 6 回調査（2002）の間の 2000 年には介護保険制度の導

本稿は 2008 年 3 月に刊行された Wave7 の研究報告書からの抜粋で

す。詳しくは、前ページの【注意点】をご参照下さい。 
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入という大きな制度的変化もあり、高齢者に対する公的・私的支援を重要課題の１つとし

て位置づけている。今回実施した第 7 回調査（2006）では、高齢者の追跡調査に加えて、

その子どもへの調査も実施することで、高齢者の家族からの支援の実態と課題についてよ

り詳細に把握できるようにした。 

 

２）追跡対象者 

 図 1 は、この追跡調査のこれまでの実施状況の概要を示している。まず、第 1 回調査は、

1987 年に全国から層化二段無作為抽出 1された 60 歳以上（1987 年 10 月末時点の年齢）の

男女を対象とし、2,200 名に対し本人への訪問面接調査を完了した。その後、3 年ごとに追

跡調査を実施する中で、1990 年の第 2 回調査時に 60～62 歳、1996 年の第 4 回調査時に 60

～65 歳の対象者を、母集団分布に合うようにそれぞれ新たに抽出して補充し、全国 60 歳

以上のデータベースを形成してきた。 

 その一方で、1999 年の第 5 回調査では、後期高齢者に焦点を当てた分析を可能にするた

め、70 歳以上の標本 2,000 を新たに抽出し 2、第 4 回調査までに抽出された追跡対象者と

ともに、2002 年に第 6 回調査を実施した。 

このように、本研究の対象者は、大別すると「1987 年開始パネル」と「1999 年開始パ

ネル」の 2 種類のパネルから構成されている（図 1）。ただし、前述のように「1987 年開始

パネル」には、1990 年、1996 年からの参加者も含まれる。標本抽出時の回の調査に協力し

た人（代行調査への協力を含む）については、調査に協力していない回があっても、死亡

者を除き、原則として追跡調査の対象としている。対象者が転居した場合は、可能な限り

転居先で調査を継続している。 

 本研究事業の中では、2006 年に第 7 回調査を実施したが、この調査は、1987 年開始パネ

ルにとっては最長で 19 年間にわたる 6 回目の追跡調査、1999 年開始パネルにとっては 7

年間にわたる 2 回目の追跡調査となる。2006 年 9 月末時点の年齢は、1987 年開始パネルが

70 歳以上、1999 年開始パネルが 77 歳以上である。 

 

３）調査の実施方法 

 第 1 回～第 2 回調査は調査年の 11 月、第 4 回調査からは 10 月に、調査員が自宅を訪問

                                            
1層化は、全国を 11 の地域ブロック（北海道、東北、関東、北陸、東山、東海、近畿、

中国、四国、北九州、南九州）に分類し、各ブロックについてはさらに、「政令指定都市（東

京都 23 区を含む）」「人口 20 万以上の市」「10 万以上の市」「10 万未満の市」「町・村」に

分類し、それぞれを層とした。第 1 次抽出単位は国勢調査の調査標準地域（調査地点）で

あり、55 の層より等間隔抽出法で 192 地点を抽出した。第 2 次抽出単位は個人であり、調

査地点の範囲（町・丁目・街区・番地などを指定）より、住民基本台帳（住民基本台帳が

使用できない場合は、選挙人名簿）に基づいて等間隔抽出法によって抽出した。 

2第 1 回調査と同様に層化二段無作為抽出法により行い、第 1 回の 192 調査地点のうち

191 地点を使用した。 
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して対象者本人への面接調査を実施した。第 2 回調査以降は、病気などの理由で本人が調

査に応じられない場合、一部項目（同居家族や健康状態など客観的に判断可能な情報）に

ついては可能な限り対象者をよく知る家族などに対して代行調査を実施している。 

また、同じく第 2 回調査より、回収率を高めるため、調査時に一時的な病気や不在など

の理由で調査に回答できなかった対象者に対しては、約 2 ヶ月後に再訪問して二次調査を

行っている。調査の実施は、いずれも社団法人中央調査社に委託した。 

 第 2回～第 6回調査の回収率は、本人調査完了のみで 70％以上、代行調査を含めると 80％

以上と高く維持されてきた。回収状況の詳細については、巻末資料 B-1 に示されている。 

 第 7 回調査では、初めて追跡対象者の子どもに対する調査も実施したが、この子ども調

査は、追跡対象者全員ではなく全パネルの約 3 分の 1 を占める 1999 年開始パネルのみを対

象とした（図 1）。 

以下では、第 7 回調査における高齢者の追跡調査（面接調査）の実施方法と回収状況に

ついて報告し、子ども調査の方法についての詳細は次節（第 2 節）で報告する。 

 

1987年 第1回調査
(Wave1) 60歳以上　S: 2,200 （67.2%）

1999年 第5回調査
(Wave5) 63歳以上　S: 2,077(76.9%) 70歳以上　S: 1,405(71.0%)

             SP: 2,354(87.2%)              SP: 1,635（82.6%）
　

2002年 第6回調査
(Wave6) 66歳以上　S: 1,764(72.7%) 73歳以上  S: 1,059(73.0%)

             SP: 1,999（82.4%) 　           SP: 1,246（85.9%）
　

2006年 第7回調査
(Wave7) 70歳以上 77歳以上

【本研究事業内で実施した調査】

6回目の追跡 2回目の追跡

1987年開始パネル

4回目の追跡 1999年開始パネル

5回目の追跡 1回目の追跡

面接を完了した子どもがい
る対象者（親）に、子の調
査への協力を依頼

訪問面接調査

1990年(第2回）　60～62歳追加
1993年(第3回）　新規標本なし
1996年(第4回）　60～65歳追加

新規標本

訪問面接調査（共通）

子どもの
郵送調査

補充

 

   図１ 全国高齢者追跡調査の概要 

注）図中の年齢は、対象者の調査年前月末時点の年齢 
    S：本人調査のみの有効回収数  SP：代行調査を含む有効回収数 
    かっこ内は、調査時点までの死亡者を除く対象数を分母とする回収率 
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２．第 7 回調査の実施方法 

１）調査対象者 

 第 7 回調査の対象者は、全員が第 6 回調査までに 1 回以上調査に協力した追跡対象者で

ある。 

 図 2 に、第 7 回の調査対象者確定までのフローチャートを示した。まず、2002 年の第 6

回調査終了時までに死亡が確認された人を除く対象者数は、1987 年開始パネル、1999 年開

始パネル合わせて 3,878 名であった（図 2 の A）。 

 第 7 回調査は第 6 回調査から 4 年の間隔が開くため、これらの追跡対象者（調査継続拒

否者を除く）には、調査への関心を維持してもらうことと、住所変更や死亡についての情

報を得ることを目的とし、2005 年より年賀状を送っている。 

第 7 回調査実施の約 2 ヶ月前の 2006 年 8 月に、東京都老人総合研究所より、対象者の

住所のある市区町村あてに住民票の除票確認の依頼を行い（一次除票確認）、553 名の死亡

が確認された（①）。これにより、本調査開始時の追跡対象者は 3,325 名となった（B）。こ

のうち、海外転居により事実上追跡不能になっている 1 名と、前回までの調査時や、年賀

状への反応として、本人または家族より調査継続拒否の意思が示されていた 144名の計 145

名については訪問対象から除外して欠票とし（C）、残りの 3,180 名に協力依頼状を送付し

た（D） 3。 

しかし、依頼状を送付した訪問対象者（D)についても、調査期間中にさらに 61 名の死亡

が判明した（図 2 の②）。61 名には、一次除票確認後に死亡した者だけでなく、除票確認

以前に死亡していたが、除票確認の際に、自治体からの協力が得られなかったり、確認を

依頼した住所に該当者が見あたらないなどで、訪問時に初めて死亡が判明した対象者が含

まれている。また、第 5 回調査で 70 歳以上（当時）の新規対象者を抽出する際に、誤って

対象年齢外の人 1 名を抽出していたことも判明した（③）。したがって、第 7 回調査の回収

率を計算する際には、第 6 回の最終追跡対象者数（A）より、①一次除票確認による死亡

者、②調査期間中の死亡判明者、③抽出ミスによる対象不適格者を除く 3,263 名を分母と

した（E）。 

 

２）調査の実施方法と調査内容 

（１）調査方法の概要 

 依頼状や調査票に記載される調査名は、第 5 回調査から「長寿社会における高年者の暮

らし方の日米比較調査」となっており、第 7 回調査もこれを引き継いだ。 

 訪問対象者（図 2 の D）には事前に協力依頼状を送付した上で、調査員が対象者宅を訪

問し、対象者本人に対する面接調査を実施した。この本人調査を原則とするが、重い病気

                                            
3正確にはこの 3,180 名以外の 4 名にも依頼状を送付した。このうちの 1 名は後述のプリテ

スト 2 の対象者で訪問時に死亡が判明したが、その後の一次除票確認においても死亡を確

認したため、①の死亡数に含まれている。残り 3 名は第 6 回調査までに死亡が判明してい

たが、名簿の不備等で誤って依頼状を送付して欠票となった。本文中および図表における

第 7 回調査の対象数および欠票数からは、これら 4 名は除外されている。 
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などの理由で対象者本人が回答できない場合は、家族など本人をよく知る人に面接し、対

象者本人について回答してもらう代行調査を実施した。本人調査、代行調査とも実施でき

なかった場合は、調査員が、訪問状況や欠票理由などを記入する欠票調査票に記入した。 

 面接（本人調査および代行調査）では、調査員が調査票の質問文を読み上げ、選択肢が

複雑な項目については選択肢のみ記入された回答票を対象者に提示しながら進めた。面接

終了後、調査員は、調査の協力者に対し謝礼品（商品券）を手渡し、回答者の理解度や協

力度などについて評価する「調査員観察」への記入を行った。 

面接調査の実施は、過去 6 回の調査と同様に、社団法人中央調査社に委託した。また、

対象者からの協力を得やすくするため、できるだけ前回と同じ調査員が同じ対象者を訪問

するように配置した。 

 Ａ：W6 の最終追跡対象者 
（死亡を除く標本数） 3,878 

Ｂ：W7 の追跡対象者 3,325 

① 一次除票確認（2006.8）で
死亡により除外 553 

Ｄ：訪問対象者（依頼状
送付・訪問）3,180 

Ｃ：訪問対象除外者 
（W6 までに継続拒
否等） 145 

Ｅ：W7 の最終追跡対象者（B－(②＋③)）3,263 

②調査期間中に死亡判明 61 
内訳：二次除票確認(2006.11)で死亡確認済 40 未確認 21 
③対象不適格者と判明（W5 で対象年齢外を抽出） 1 

S：本人完了（通常版）
2,095（S/E=64.2％） 

SS：本人完了
（短縮版）8 

P：代行完了 
356 

 

N:欠票（②③
を除く）659 

欠票（C による）
145 

W7 調査完了者 2,459 
回収率（S+SS＋P）/E  75.4% 

W7 調査欠票者（②③を除く） 
804  

 

 図２ 第７回調査の高齢者面接調査における対象者数と調査完了数 

注）W5：第 5 回調査(1999)  W6：第 6 回調査(2002) W7：第 7 回調査(2006) 

 

（２）本人調査 

 本人調査の調査項目は表 1 の通りである。追跡調査という性格上、項目の大部分は前回
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の第 6 回調査と共通する継続項目であり、その内容は、就労、資産を含む経済状態、健康、

保健福祉サービスの利用、家族や友人・近隣との関係、社会的支援の受領や提供など多岐

にわたっている。 

 本研究課題と直接関連する前回調査からの主な変更点は次の通りである。 

まず、2006 年 4 月から介護保険制度が改正されたのに伴い、要介護認定の認定区分の修

正（「要支援」を「要支援 1」「要支援 2」に分ける）と、介護予防サービスの利用について

の項目追加を行った（Q27-Q28）。 

また、老親扶養や介護・相続に関する意識をたずねる項目を追加した（Q58、Q60）。こ

れらの項目は、子ども調査にも含まれており、子ども側の意識と比較できる。老親扶養に

関する項目（Q58）については第 3 回（1993）、第 5 回（1999）においてもたずねており、

追跡対象の高齢者における変化もみることができる。 

本人への面接調査で用いた調査票は、巻末資料 A-1-②として添付した。添付の調査票は

子ども調査の依頼対象となった 1999 年開始パネル用であるが、1987 年開始パネル用の調

査票との違いは、子ども調査依頼に関するページが追加されている点のみで、本人への質

問項目と調査員観察のページは同じである。なお、一部の対象者について実施した短縮版

の本人調査（後述）の項目は、表 1 において S の記号が付されている（調査票添付なし）。 

 

（３）代行調査 

「代行調査」は、重い病気などの理由で本人調査が実施できない場合に、家族など本人

をよく知る人に面接し、対象者本人について回答してもらう調査である。調査項目は、対

象者本人の世帯構成、健康状態、公的・私的支援の利用など、本人調査の一部の項目に限

られる（表 1 において P の記号のある項目）。代行調査の調査票は資料 A-1-③にある。 

 

（４）欠票調査と施設入所者の扱い 

 本人、代行調査ともに行えない場合は、欠票理由などを欠票調査票に記入した。 

この追跡調査では在宅高齢者を対象とした標本抽出を行っているが、追跡期間中に施設

に入所したケースについては、追跡対象からの除外は行っていない。しかし、施設入所者

は事実上調査不能であるケースが少なくない。そこで、第 6 回調査からは、欠票理由のう

ち入院・入所のカテゴリをそれ以前よりも細分化し、施設入所者に調査を依頼するかどう

かについて、以下の基準を設けた。 

①特別養護老人ホーム、痴呆対応型グループホーム、長期入院可能な病院（長期療養型病

床群・療養型病院）への入院・入所：本人・代行調査を行わず欠票調査票を作成。 

②老人保健施設、病院、各種施設でのショートステイなど、短期施設入所（入院）あるい

は短期・長期の区別が困難な場合：代行調査か欠票調査。ただし、調査期間中に退院・退

所した場合は本人調査を原則とする。 

③その他の施設（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウス、有料老人ホーム、ケア

付きマンション、痴呆対応型以外のグループホーム、コレクティブハウスなど）：一般住宅

と同様の扱いとし、原則として本人調査、本人が回答不能な場合のみ代行か欠票とする。 
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表１ 第 7 回調査の調査項目（本人調査） 

領域 第 6 回調査との共通項目 第 6 回調査からの変更点 

基本属性 PS 生年月日、婚姻状況、住居形態 
 

 

就
労
・
社
会
経
済
的

地
位 

就労 
就労有無 PS、内容、従業員規模、労働時

間、退職 
 

学歴・階層 備考を参照 ［削除］両親の最終学歴 

経済状態 

経済状態の主観的評価 S、世帯年収 S、資

産（貯蓄額、不動産有無）、収入源別の

収入額、支出負担者、必要最低限生活費、

収入・預貯金管理者、貯蓄取崩し 

［修正］夫婦年収 PS：選択肢細分化 

健
康
・
ヘ
ル
ス
ケ
ア
・ 

サ
ー
ビ
ス
利
用 

身体的健康 

健康度自己評価 S、疾患有無 PS、視聴力、

日常生活動作（ADL）PS、手段的 ADL

（IADL）PS、身体機能 PS、失禁、床につ

いた日数 

 

精神的健康・ 

主観的幸福感 

領域別満足度、人生満足度尺度（LSIA

の一部）S、孤立感、うつ尺度（CES-D）
S、認知機能 S 

 

生活習慣・ 

ヘルスケア 

身長、体重、運動、飲酒、喫煙、医療機

関受診回数 PS、入院日数 PS  
［削除］かかりつけ医の有無 

保健福祉 

サービス 

サービス利用（デイサービス、ホームへ

ルプサービス）PS、 

寝たきり時の希望療養場所 C 

［削除］ショートステイ利用（PS のみあり） 

配偶者のサービス利用 

［修正］要介護認定 PS：要支援 1,2 を分ける 

［追加］介護予防サービスの利用 

社
会
関
係
・
社
会
活
動 

家族 

同居家族 PS、子ども数 PS、子どもの属性

（性、年齢、婚姻・就労有無、距離）PS、

別居子交流頻度 S、配偶者現職有無、配

偶者の ADL・IADL 

［追加］老親扶養意識（第 3、5 回にあり）C 

介護・相続意識 C 

 

 

家族以外の 

ネットワーク 

親友数、近所づきあい数、対面接触頻度
S、電話等接触頻度、所属グループの数・

参加頻度 

［削除］参加グループの種類 

（第 6 回のみの項目） 

社会的支援の 

受領 

ADL・IADL の介助者 PS、情緒的・手段

的支援（提供者・程度）、寝たきり時の

世話（提供者・程度）、支援の否定的側

面（ネガティブサポート） 

 

支援提供・ 

社会貢献 

周囲への手段的サポート提供、情緒的サ

ポート提供、家族のための家事等、子へ

の過去１年の生活費援助 

［削除］子への過去の経済的・非経済的援

助、介護、家庭外貢献活動（友人・

近所の手伝い、奉仕活動） 

余暇活動 活動頻度と費用  

そ
の
他 

その他の 

意識・態度・ 

行動など 

過去１年の家族・友人との死別経験、経

済的コントロール感、宗教観・宗教行動 

［削除］信仰する宗教（第 6 回のみの項目） 

［追加］人生でのトラウマ的な出来事の経験 

調査員観察 S 

（面接終了後

調査員が記入） 

配偶者・成人子の同席有無と影響、対象

者の質問理解度、協力度 

交通の便、周辺の歩道状態や交通量 

［削除］配偶者・成人子以外の同席者、 

疲労度など 7 項目 

［追加］対象者宅や周囲の環境 

注）P 代行調査にも含まれる項目 

S 短縮版の本人調査にも含まれる項目。ただし、経済・健康状態の主観的評価は通常版の本

人調査 3 項目中 1 項目のみ、CES-D は 20 項目中 7 項目のみ 

C 子ども調査との共通項目 

備考：本人・配偶者の教育年数や最長職はほとんど変化しないと考えられるため、原則として初回

参加時の調査で質問され、全員が追跡対象者である第 7 回調査では質問されていない。 
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３）プリテストと本調査の実施 

（１）プリテスト 

 2006 年 10 月から始まる本調査の実施前に、調査項目や調査の実施手続きについて確認

するため、2 回のプリテストを実施した。2 回とも、高齢者の面接調査とその子どもの郵送

調査を行った。 

 1 回目のプリテスト（PT1）は、本調査の追跡対象者とは別の 75 歳以上で子どものいる

標本を用いて、53 名に対する本人への面接調査とその子ども 52 名への郵送調査を完了し

た。PT1 によって面接調査票の内容は確定したが、子ども調査の実施方法確認のために 2

回目のプリテスト（PT2）を実施した。PT2 では、追跡対象者に子ども調査を依頼した場

合の反応や問題点を確認するため、本調査では子ども調査の対象外となっている「1987 年

開始パネル」（図 1）より 30 名を抽出した。この 30 名は、第 6 回調査において本人が調査

を完了し、その時点で子どもが 1 人以上いた対象者である。いずれも首都圏に住むが、1

地点あたり 1 名までとし、地点に偏りがないようにした。 

 PT2 は 2006 年 7 月から 8 月にかけて実施し、本調査と同様の方法により、21 名が本人

調査または代行調査に回答し、その子ども 16 名より調査票を回収した。PT2 のうち、本調

査と質問項目が同じ面接調査（親）のデータは本調査のデータの一部として集計したが、

プリテストとして実施した子ども調査の部分は本調査のデータには含めなかった。 

 

（２）本調査・一次調査 

 一次調査は、3,153 名に対して協力依頼状を送付し 4、2006 年 10 月に実施した。このう

ち 2 名は、PT2 で一時的な病気などで欠票となり、再度訪問することになった対象である。

前述のように、本人調査を原則とし、必要に応じ代行調査、欠票調査を行った。 

 

（３）本調査・二次調査 

 一次調査で欠票となった対象の中で、一部の対象者については、2006 年 12 月中旬より

開始した二次調査で、再度協力依頼状を送付し、訪問した。 

 一次調査で名簿の住所に所在が確認できなかった人（欠票理由が死亡を含む）について

は、二次調査前の 2006 年 11 月に二次除票確認を行った。これにより死亡を確認した 40

名と、一次の欠票理由が死亡だが、自治体の拒否等により除票を確認できなかった 14 名に

ついては二次調査の対象から除外した。 

 二次調査の対象については、一次調査で調査員が欠票調査票に記入した欠票理由をもと

に、研究者と調査会社の担当者が協議し、再度訪問するか否かを判断した。一次調査の欠

票理由が「一時不在」の人は原則として二次調査の対象とし、代行調査も行わないことに

なっている施設（別養護老人ホーム、痴呆対応型グループホーム、長期入院可能な病院）

の入所者や、本人または家族からの調査拒否の意向が明確な人については対象から除外し

                                            
4依頼状発送者 3,180 名（図 2 の D）のうち、PT2 で調査を終了した 27 名を除いた人数。脚

注 3 も参照。 
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た。記入内容だけでは判断が難しいケースについては、担当調査員に状況を確認した上で

判断した。 

 また、その過程で、認知症を含む健康上の問題や、高齢であるとの理由での拒否が多い

ことが明らかになった。これらの対象者には 1 時間程度かかる通常の面接調査への協力を

再度依頼しても協力を得られる見込みは低いことが予想されため、事前に送付する協力依

頼状を、対象者の状況に応じて、①調査の意義を強調する通常版のほか、②家族等代理の

方への代行調査への協力を依頼する代行版、③調査項目を減らした本人調査への協力を依

頼する短縮版の 3 種類に分けた。複数種類の依頼状や、短縮版の本人調査票を用意したの

は今回が初めてである。 

短縮版調査票については、同居家族がいないなど、代行調査も難しいケースが少なくな

いことから、今回の二次調査で初めて用いることにした。ただし、短縮版の調査を依頼す

ると、次回調査から通常の長さの本人調査（通常版）への協力を得られなくなる懸念もあ

るため、一次調査の欠票状況から今後も通常版の本人調査への協力が困難と判断される人

に限定して短縮版の依頼を行った。 

代行調査については、一次調査と同様に、通常版の依頼状を送付した対象者でも、調査

員が訪問時に必要と判断した場合は実施できることとした。 

 以上の手続きにより、二次調査の訪問対象者は 346 名となった。このうち、37 名に代行

版依頼状を、31 名に短縮版依頼状を送付した。 

 

４）倫理面への配慮 

 調査方法および調査項目については、東京都老人総合研究所の倫理委員会において審査

を受け、許可を得た。具体的には以下の方法により倫理的問題に配慮した。 

（１）前回までの調査で調査継続への拒否の意思が明らかな対象者は調査の訪問対象から

除外する。それ以外の対象者についても、調査の趣旨と協力依頼を記した文書（協力依頼

状）を事前に郵送し、拒否がない人のみ訪問する。 

（２）協力依頼状には、調査への協力は任意で、自分の不利益になると思われる質問には

答えなくてもよいこと、回答が外部にもれることはないこと、得られた結果は研究以外の

目的で使用することはないことを明記する。上記の内容については、面接調査を始める前

にも、再度、調査員より対象者に伝える。 

（３）代行調査については、家族から代行調査の同意が得られない場合や拒否された場合

には、回答を強制せず、必ず家族の同意を得た上で実査に入る。 

（４）調査員へのインストラクションには、研究者自身も参加し、個人のプライバシーの

保護と人権擁護に関する事柄について、調査員に徹底する。 

（５）調査票は、担当者の責任において厳重に保管、管理する。回収された個人データに

関しては、統計的に処理・分析し、個人の機密性に配慮する。 
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３．第 7 回調査における面接調査の回収状況 

１）回収状況 

調査完了者数（有効回答者数）は、本人調査（通常版）が 2,095、短縮版の本人調査が 8、

代行調査が 356 で、合計して 2,459 名であった（図 2 も参照）。この 2,459 名中、二次調査

における回収数は 153（本人調査通常版：103、短縮版：8、代行：42）である。死亡者を

除外した第 7 回調査の最終追跡対象者数（図 2 の E）を分母とする回収率は 75.4％、通常

版の本人調査完了者のみでは 64.2％であった。 

 表 2 は、回収状況を「1987 年開始パネル」「1999 年開始パネル」別に示したものである。

第 7 回最終追跡対象者（E）3,263 名中 2,067 名が 1987 年開始パネル、1,196 名が 1999 年

開始パネルで、全追跡対象者の約 3 分の１が 1999 年開始パネルとなっている。また、1987

年開始パネルの第 7 回最終追跡対象者（E）の 5.4％は前回調査までの継続拒否等による訪

問対象除外者（C）となっており、その割合は 1999 年開始パネルの約 2 倍と高かった。 

 代行を含む調査完了者数は、1987 年開始パネルが 1,562 名、1999 年開始パネルが 897 名

であり、子ども調査（第 2 節）は、この 1999 年開始パネルの完了者を依頼対象とした。 

死亡や対象年齢外のため欠票となった人を除く回収率は、対象者の年齢が高い 1999 年開始

パネルで代行完了の割合が高い傾向はあるが、代行を含む回収率はそれぞれ 75.6％、75.0％

とほとんど差はなかった。 

前回調査（第 6 回）の代行を含む回収率は、対象者全体（当時 66 歳以上）で 83.7％、

パネル別では 1987 年開始パネル（当時 66 歳以上）が 82.4％、1999 年開始パネル（当時

73 歳以上）が 85.9％であった。したがって、前回と比較すると、今回の回収率は、全体で

は 8.3％、パネル別ではそれぞれ 6.8％、10.9％低下したことになる。 

対象者の高齢化がその理由の 1 つとして考えられるが、第 6 回調査の回収率を、第 7 回

調査と同じ年齢層のみで見た場合でも、1987 年開始パネル（2002 年時 70 歳以上）が 82.9％

（本人完了 71.1％）、1999 年開始パネル（同 77 歳以上）が 86.8％（本人完了 69.0％）であ

り、今回の方が低い傾向は同じであった。 

回収率低下の背景としては、①2005 年 4 月の個人情報保護法の施行以後、本調査に限ら

ず他の社会調査においても回収率の低下が見られる、②第 7 回調査は前回調査から 4 年間

とそれ以前より 1 年長く経過しており、対象者の協力への意欲に影響を与えた、などが可

能性としては考えられるが、確証はない。 

 表 3 は、第 6 回調査（前回）と第 7 回調査（今回）の調査状況のクロス表である。第 6

回調査の対象者だった 3,877 名中の 15.8％にあたる 614 名が第 7 回調査では「死亡」とな

っており、特にこの「死亡」の割合は、前回が代行調査だった場合に高くなっていた（46.9％）。

前回が欠票だった場合でも、105 名（16.6％）は今回は本人完了したが、過半数（57.9％）

は今回も欠票となっていた。 
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表２ 第 7 回調査（面接調査）におけるパネル種類別回収状況 

  全体（再掲） パネル別 

    ②③ 

除く％ 

87 年開始パネル 99 年開始パネル 

  該当数 （70 歳以上） （77 歳以上） 

A：W6 の最終追跡対象者 3,878   2,427   1,451    

B：Ｗ７追跡対象者 3,325   2,104   1,221    

C：訪問対象除外者（欠票扱い） 145  (4.4) 111  (5.4) 34  (2.8) 

D：訪問対象者 3,180   1,993   1,187    

E:W7 最終追跡対象者（②③除外） 3,263  (100.0) 2,067  (100.0) 1,196  (100.0) 

            

完了（本人＋代行） 2,459  (75.4) 1,562  (75.6) 897  (75.0) 

  S:本人完了（通常版） 2,095  (64.2) 1,355  (65.6) 740  (61.9) 

  SS:本人完了（短縮版） 8  (0.2) 4  (0.2) 4  (0.3) 

  P:代行 356  (10.9) 203  (9.8) 153  (12.8) 

            

欠票（C を除く） 721   431   290    

  ②死亡③対象年齢外 62   37   25    

  N:欠票（上記以外） 659  (20.2) 394  (19.1) 265  (22.2) 

注）表中のアルファベットおよび②③の表記は、図 2 に対応している 

W6：第 6 回調査（2002） W7：第 7 回調査（2006） 

 

 

表３ 第 6 回調査と第 7 回調査の調査状況のクロス表 

    第 7 回調査（2006） 

    
本人完了 

(短縮版含む) 
代行 

欠票 

(死亡以外) 
死亡 合計 

第 6 回 

調査 

（2002） 

本人完了 
1,951 

(69.1%) 

196 

(6.9%) 

374 

(13.2%) 

302 

(10.7%) 

2,823 

(100.0%) 

代行 
47 

(11.1%) 

113 

(26.8%) 

64 

(15.2%) 

198 

(46.9%) 

422 

(100.0%) 

欠票 
105 

(16.6%) 

47 

(7.4%) 

366 

(57.9%) 

114 

(18.0%) 

632 

(100.0%) 

合計 
2,103 

(54.2%) 

356 

(9.2%) 

804 

(20.7%) 

614 

(15.8%) 

3,877 

(100.0%) 

注）図 2 および表 2 の③（対象年齢外）1 件は除外した 
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２）本人調査の回収不能理由 

 表 4 は、第 7 回調査において、対象者本人が調査に回答せず、代行者が調査を完了した

356 名について、その代行理由を示したものである。代行理由の約 3 割は、対象者の「入

院・入所」であり、これ以外では「認知障害」「聴力障害」が 2 割を超える理由となってい

た。 

表 4 の右列には、前回の第 6 回調査における代行理由を参考として示したが、代行理由

の分布には、前回と今回で大きな差は見られなかった。 

 また、表 5 は、本人調査、代行調査とも完了できず欠票となった 804 名の欠票理由であ

る。欠票理由については、最も該当する理由を 1 つだけ選択する形式になっている。最も

多い欠票理由は「対象者の拒否」で約 3 割を占めていた。「対象者の拒否」は第 6 回調査（右

列）では約 5 割を占めており、減少したように見えるが、これは、前回調査までに調査継

続への拒否の意向が強かった対象者を、第 7 回調査では「訪問対象除外者」としたためで

ある。「訪問対象除外：継続拒否等」を合わせると、第 7 回調査でも実質的な調査拒否は約

5 割を占めていた。また、家族による拒否も 1 割強見られた。 

このほか、第 6 回調査と比較すると、「老人保健施設」「特別養護老人ホーム・グループ

ホーム」といった施設入所による欠票や、「病気やケガ」「高齢のため」を理由とする欠票

がやや増加していた。 

 

 

表４ 代行調査となった理由 

理由 

（複数回答） 

第 7 回調査 第 6 回調査 

87 年開始 
パネル 

(70 歳以上） 

99 年開始 
パネル 

（77 歳以上） 

計 

（70 歳以上） 

計 

（66 歳以上） 

N=203 N=153 N=356 N=422 

病気やケガ 36 (17.7%) 27 (17.6%) 63 (17.7%) 83 (19.7%) 

聴力障害 43 (21.2%) 38 (24.8%) 81 (22.8%) 86 (20.4%) 

認知障害 57 (28.1%) 45 (29.4%) 102 (28.7%) 96 (22.7%) 

情緒不安 3 (1.5%) 3 (2.0%) 6 (1.7%) 16 (3.8%) 

高齢のため 30 (14.8%) 40 (26.1%) 70 (19.7%) 54 (12.8%) 

途中拒否・続行不能 3 (1.5%) 3 (2.0%) 6 (1.7%) 7 (1.7%) 

入院・入所 65 (32.0%) 53 (34.6%) 118 (33.1%) 138 (32.7%) 

長期不在 8 (3.9%) 4 (2.6%) 12 (3.4%) 41 (9.7%) 

その他 19 (9.4%) 12 (7.8%) 31 (8.7%) 8 (1.9%) 
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表５ 欠票理由 

理由 

（１つだけ選択） 

第 7 回調査 第 6 回調査 

87 年開始 

パネル 

(70 歳以上） 

99 年開始 

パネル 

（77 歳以上） 

計 

（70 歳以上） 

計 

（66 歳以上） 

N=505 

(100%) 

N=299 

(100%) 

N=804 

(100%) 

N=632 

(100%) 

入院・入所 23 (4.6%) 20 (6.7%) 43 (5.3%) 36 (5.7%) 

老人保健施設に入所 9 (1.8%) 5 (1.7%) 14 (1.7%) 5 (0.8%) 

特養・グループホーム 30 (5.9%) 22 (7.4%) 52 (6.5%) 30 (4.7%) 

長期・一時不在 40 (7.9%) 17 (5.7%) 57 (7.1%) 43 (6.8%) 

転居・住所不明 15 (3.0%) 11 (3.7%) 26 (3.2%) 42 (6.6%) 

病気やケガ 19 (3.8%) 18 (6.0%) 37 (4.6%) 10 (1.6%) 

聴力障害 9 (1.8%) 10 (3.3%) 19 (2.4%) 10 (1.6%) 

認知障害 12 (2.4%) 8 (2.7%) 20 (2.5%) 13 (2.1%) 

情緒不安 1 (0.2%) 3 (1.0%) 4 (0.5%) 2 (0.3%) 

高齢のため 15 (3.0%) 8 (2.7%) 23 (2.9%) 6 (0.9%) 

対象者の拒否 156 (30.9%) 89 (29.8%) 245 (30.5%) 317 (50.2%) 

家族の拒否 54 (10.7%) 49 (16.4%) 103 (12.8%) 85 (13.4%) 

その他 9 (1.8%) 5 (1.7%) 14 (1.7%) 6 (0.9%) 

訪問対象除外：継続拒否等 110 (21.8%) 34 (11.4%) 144 (17.9%) 24 (3.8%) 

訪問対象除外：追跡不能 1 (0.2%) 0 (0.0%) 1 (0.1%) 1 (0.3%) 

別人にあたったため欠票 2 (0.4%) 0 (0.0%) 2 (0.2%) 2 (0.2%) 

  参考：死亡 360 254 614 459 

 

 

 

４．本人調査のデータの質の検討 

１）本人調査の面接時間 

 本人調査の面接時間を表 6 に示した。第 7 回調査の二次調査では、一部の対象者に本人

回答用の「短縮版」調査を依頼しており（前述）、「通常版」の結果とは分けて示した。 

 「通常版」調査では、45 分以上 60 分未満であった対象者が約 3 割と最も多く、平均面

接時間は 56.8 分であった。なお、第 5 回調査の平均時間は 59.6 分、第 6 回調査の平均時

間は 55.5 分で、前回までとほぼ同じ面接時間であった。 

 「短縮版」を完了したのは 8 名と該当者が少ないが、平均時間は 35.1 分であった。 
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表６ 第 7 回調査における本人調査の面接時間 

調査票 
の種類 

30 分 

未満 

30～44 

分 

45～59 

分 

60～74 

分 

75～89 

分 

90～

119 分 

120 分 

以上 

平均値：分 

（標準偏差） 

通常版 40 467 729 534 180 117 28 56.8 

(N=2,095) (1.9%) (22.3%) (34.8%) (25.5%) (8.6%) (5.6%) (1.3%) （19.6） 

短縮版 3 3 1 1 0 0 0 35.1 

(N=8) (37.5%) (37.5%) (12.5%) (12.5%)       （16.1） 

注）該当者数（かっこ内は割合） 

 

２）調査員観察による対象者の理解度・協力度 

ここでは本人回答のデータの質を検討するための資料として、調査員が、面接終了後に

記録した「調査員観察」に基づき、面接時の対象者の状況についての結果を報告する。 

 面接中に、配偶者または成人子が同席したり隣室にいた（「時々いた」を含む）対象者は

488 名（28％）おり、このうち配偶者・成人子が「対象者の答えをなおしたり、さえぎっ

たり」して回答に影響を及ぼしたと思われるのは 112 名で、回答者全体の 5.3％であった。 

 また、対象者の質問への理解度については、「非常によく理解」40.0％、「よく理解」37.6％、

「まあまあ理解」18.2％、「あまりよく理解していない」2.0％で、8 割近くの対象者はよく

理解していると評価されていた。 

 面接中の対象者の協力度については、「非常によかった」56.8％、「よかった」32.6％で

あり、大半の対象者からはよく協力を得られており、「まあまあだった」「よくなかった」

はそれぞれ 7.6％、0.8％であった。 

 以上の結果より、面接調査の対象者は 70 歳以上と高齢であるものの、調査員観察からは、

得られた本人回答データの信頼性はある程度確保されていると言える。 

 

３）回答者の性別、年齢階級別分布 

 表 7、表 8 は、本人調査の完了者および、代行調査を完了した対象を含めた回答者の性

別、年齢別の分布である。第 7 回調査時、1987 年開始パネルは 70 歳以上、1999 年開始パ

ネルは 77 歳以上となっているため、70 歳以上、77 歳以上における割合をそれぞれ示し、

77 歳以上については、1987 年開始パネル、1999 年開始パネル、パネル全体（87 年開始パ

ネルと 99 年開始パネルの合計）のそれぞれについて示した。また、比較対象として 2006

年 10 月 1 日現在の推計人口における分布を示した（総務省、2007）。 

表 7 より、77 歳以上の性別分布について見た場合、本人調査の完了者のパネル全体での

男女比は 38.1：61.9（代行を含めると 37.1：62.9）で、推計人口の男女比 35.7：64.4 より

もやや男性の割合が高かった。 

また、表 8 の年齢階級別分布における【人数】をみると、77 歳以上のみに限ってもパネ

ル全体で 1,398 人が本人調査を完了しており、後期高齢者に焦点を当てた分析を行う上で、

本調査が貴重なデータベースとなり得ることを示している。 

この表で 1987 年開始パネルの「70 歳以上における割合」をみると、本人調査完了者は、
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推計人口に比べて 85 歳以上の割合が低い傾向があるが、代行調査を含む完了者（本人＋代

行）でみると、推計人口と近い分布が得られていた。 

「77 歳以上における割合」については、「本人＋代行」の方が本人完了のみの場合よりも

推計人口の分布に近づく傾向は 70 歳以上の割合と同じだが、パネルの種類による傾向の違

いが見られた。すなわち、推計人口に比べると、1999 年開始パネルでは 77-79 歳への明確

な偏りが見られるが、1987 年開始パネルではむしろ 80-84 歳の割合が高い。1999 年開始パ

ネルについては、第 5 回調査で 70 歳以上の新規標本として抽出された際に、欠票者を含む

抽出標本自体において 70-74 歳（当時）の割合が高い傾向が見られており（東京都老人総

合研究所, 2004）、施設入所者が抽出対象から除外されていたことが影響を与えた可能性が

ある。他方、1987 年開始パネルについては、在宅高齢者を母集団とした点では 1999 年開

始パネルと同じだが、抽出対象が 60 歳以上と若かったため、施設入所者の割合が年齢分布

に与えた影響は小さかったと考えられる。むしろ、60 代前半の高齢者の回収率が相対的に

低く（Jay, et al., 1993）、初回調査時の欠票者は追跡対象者としていないことが、第 7 回調

査時の回答者の年齢分布に影響を与えたと考えられる。 

 

 

表７ 第 7 回調査における回答者の性別分布 

    70 歳以上   77 歳以上 

   男性 女性 計   男性 女性 計 

【人数：人】        

総務省推計人口（単位：千人） 7,667  11,314  18,977   3,502  6,322  9,822  

本人完了 87 年開始パネル 587  772  1,359   233  421  654  

 99 年開始パネル － － －  299  445  744  

 パネル全体 － － －  532  866  1,398  

本人＋代行 87 年開始パネル 669  893  1,562   288  532  820  

 99 年開始パネル － － －  349  548  897  

  パネル全体 － － －   637  1,080  1,717  

【割合（％）】         

総務省推計人口 40.4  59.6  100.0   35.7  64.4  100.0  

本人完了 87 年開始パネル 43.2  56.8  100.0   35.6  64.4  100.0  

 99 年開始パネル － － －  40.2  59.8  100.0  

 パネル全体 － － －  38.1  61.9  100.0  

本人＋代行 87 年開始パネル 42.8  57.2  100.0   35.1  64.9  100.0  

 99 年開始パネル － － －  38.9  61.1  100.0  

  パネル全体 － － －   37.1  62.9  100.0  

注）総務省推計人口は、平成 18 年（2006 年）10 月 1 日現在の総人口である。 

 本人完了：本人調査の回答者、本人＋代行：本人または代行調査への回答者 

 



 

21 

 

表８ 第 7 回調査における回答者の年齢階級別分布 

   年齢階級別 70 歳 

以上 

77 歳 

以上   
70-76

歳 
77-79

歳 
80-84

歳 
85-89

歳 
90 歳 
以上 

【人数：人】                 

総務省推計人口（単位：千人） 9,155  3,070  3,658  1,941  1,153  18,977  9,822  

本人完了 87 年開始パネル 705  191  295  119  49  1,359  654  

 99 年開始パネル － 317  281  117  29  － 744  

 パネル全体 705 508 576 236 78 2,103 1,398 

本人＋代行 87 年開始パネル 742  222  337  163  98  1,562  820  

 99 年開始パネル － 339  326  171  61  － 897  

  パネル全体 742  561  663  334  159  2,459  1,717  

【70 歳以上における割合（％）】               

総務省推計人口 48.2  16.2  19.3  10.2  6.1  100.0   

本人完了 87 年開始パネル 51.9  14.1  21.7  8.8  3.6  100.0   

本人＋代行 87 年開始パネル 47.5  14.2  21.6  10.4  6.3  100.0   

【77 歳以上における割合（％）】        

総務省推計人口 － 31.3  37.2  19.8  11.7   100.0  

本人完了 87 年開始パネル － 29.2  45.1  18.2  7.5   100.0  

 99 年開始パネル － 42.6  37.8  15.7  3.9   100.0  

 パネル全体 － 36.3  41.2  16.9  5.6   100.0  

本人＋代行 87 年開始パネル － 27.1  41.1  19.9  12.0   100.0  

 99 年開始パネル － 37.8  36.3  19.1  6.8   100.0  

  パネル全体 － 32.7  38.6  19.5  9.3    100.0  

注）総務省推計人口は、平成 18 年（2006 年）10 月 1 日現在の総人口である。 

 本人完了：本人調査の回答者、本人＋代行：本人または代行調査への回答者 

 

  

５．第 7 回調査終了時点でのパネルの状況 

 

 以上、第 7 回調査の実施方法や回収状況を中心にみてきたが、本報告書では第 1 回～第

7 回調査、あるいは第 5～7 回調査を用いた縦断的なデータ分析も多く行われている。最後

に、対象者の死亡による脱落の状況やこれまでの調査協力回数など、第 7 回調査終了時点

におけるパネルの状況をまとめておきたい。 

 表 9 は、標本が抽出された時点別に、第 7 回調査時点の年齢や生存・死亡状況を示した

ものである。「追跡対象者」とは、標本抽出時の調査に対象者本人または代行者が回答した

対象で、その後追跡対象となった対象者であり、標本抽出時の調査が欠票だった対象者は

含まれていない。この「追跡対象者」の数は、パネル全体でみると 5,215 名であるが、こ
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のうち第 7 回調査までに 1,952 名の死亡が確認され、第 7 回調査終了時点でパネルに残っ

ている対象者は 3,263 名となっている。第 1 回調査からの追跡対象者 2,200 名の約 6 割に

ついては、第 7 回調査までに死亡が確認された。 

 また、抽出時点別にみた、第 1 回から第 7 回調査までの調査への協力回数の分布を表 10

に示した。表 10 は、上段に本人調査への協力回数を、下段に代行調査への回答を含めた協

力回数を示している。全追跡対象者 5,215 名のうち 216 名については、抽出時の調査が代

行調査で以後本人完了がないため、対象者本人が１回以上調査に回答したのは 4,999 名と

いうことになる。それでも、全追跡対象者の 6 割強にあたる 3,289 名は 3 回以上本人が回

答しており、複数回（マルチウェーブ）の縦断データ解析に適した貴重なデータベースと

なっている。 

パネル全体でみると、追跡対象者は、本人完了のみで平均 3.25 回、代行を含めると平均

3.63 回回答していた。また、本パネルでは死亡による脱落が多く（表 9 参照）、協力回数

には、いつ抽出されたかだけでなく、対象者の出生年も大きく影響している。そのため、

第 7 回調査時点では、死亡割合の高い第 1 回調査からの対象者よりも、第 2 回調査からの

対象者のほうが、平均協力回数が多くなっていた。 

 

 

表９ 標本抽出時点別にみた第 7 回調査時点のパネルの状況 

抽出された

調査回 

（実施年） 

追跡 

対象者数
注 1） 

出生年注２) 

年齢   
第 7 回調査時の 

生存有無 

抽出時 
2006 年 

9 月末時点 
  生存注 3） 死亡 

第 1 回 2,200  （明治 26 年） 60 歳以上 79 歳以上  885 1315 

（1987 年）  ～昭和 2 年    (40.2) (59.8) 

第 2 回 404  昭和 2 年 60-62 歳 76-78 歳  308 96 

（1990 年）  ～5 年    (76.2) (23.8) 

第 4 回 976  昭和 5 年 60-65 歳 70-75 歳  874 102 

（1996 年）  ～11 年    (89.5) (10.5) 

第 5 回 1,635  （明治 31 年） 70 歳以上 77 歳以上  1,196  439 

（1999 年）  ～昭和 4 年    (73.1) (26.9) 

パネル全体 
5,215  （明治 26 年） 60 歳以上 70 歳以上  3,263 1,952  

  ～昭和 11 年       (62.6) (37.4) 

注 1）抽出時の調査で、本人または代行者が回答し、その後の追跡対象となった人数。 

注 2）対象者の抽出は、調査の前月末時点の年齢で行っているため、出生年に重複がある。 

抽出年齢に上限を設けていない場合は、最年長の追跡対象者の出生年をかっこ付で示した。

なお、抽出時の名簿の誤りなどにより、本表の出生年・年齢に該当しない人がいる（9 名）。 

注 3）「生存」には、住所不明等で所在確認できていない対象者を含む。 
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表 10 標本抽出時点別にみた第 7 回調査までの協力回数 

抽出 

された 

調査回 

(実施年) 

追跡 

対象

者数 

調査の 

種類 

協力回数別のケース数 平均

協力

回数 

(回） 
0 回 1 回 2 回 3 回 4 回 5 回 6 回 7 回 

第１回 

(1987) 

2,200 

(100.0) 

本人 - 333  289  309  299  282  293  395  
4.08 

  - (15.1) (13.1) (14.0) (13.6) (12.8) (13.3) (18.0) 

本人 - 215 246 259 292 300 342 546 
4.56 

＋代行 - (9.8) (11.2) (11.8) (13.3) (13.6) (15.5) (24.8) 

第 2 回 

(1990) 

404 

(100.0) 

本人 11  37  36  34  53  83 150 - 
4.30 

  (2.7) (9.2) (8.9) (8.4) (13.1) (20.5) (37.1) - 

本人 - 32 29 29 45 69 200 - 
4.71 

＋代行 - (7.9) (7.2) (7.2) (11.1) (17.1) (49.5) - 

第 4 回 

(1996) 

976  

(100.0) 

本人 28  89  139  204  516  - - - 
3.12 

  (2.9) (9.1) (14.2) (20.9) (52.9) - - - 

本人 - 81 124 187 584 - - - 
3.31 

＋代行 - (8.3) (12.7) (19.2) (59.8) - - - 

第 5 回 

(1999) 

 

1,635  

(100.0) 

本人 177  379 408 671 - - - - 
1.96 

  (10.8) (23.2) (25.0) (41.0) - - - - 

本人 - 333 461 841 - - - - 
2.31 

＋代行 - (20.4) (28.2) (51.4) - - - - 

パネル 

全体 

5,215  

(100.0) 

本人 216  838  872  1,218  868  365 443 395 
3.25 

  (4.1) (16.1) (16.7) (23.4) (16.6) (7.0) (8.5) (7.6) 

本人 - 661 860 1316 921 369 542 546 
3.63 

＋代行 - (12.7) (16.5) (25.2) (17.7) (7.1) (10.4) (10.5) 

注）調査の種類の「本人」は、対象者本人が調査に回答した回数、「本人＋代行」は、本人

または代行者が調査に回答した回数を表す。 
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資  料 



資料１：調査項目および注意点一覧表 【Wave1-Wave7】 

 

 

 
データ使用上の注意点（2017年 12月現在）  

 

（１） Wave7データと過去のWaveの統合方法 

・Wave6 以前のデータは、「老研 -ミシガン大学  全国高齢者パネル調査」<Wave1(1987), 

Wave2(1990), Wave3(1993)>、<Wave4(1996)>、<Wave5 (1999), Wave6(2002)>の 3つのファ

イルで、SSJデータアーカイブに寄託されています。 

・id（通し対象番号）によって 4つのデータをマージできます。  

・Wave1～Wave6データとWave7データをマージするときは、マージする前に、Wave1～Wave6

データにある、w1status～w6status という変数を削除してください。また、Wave4 データと

Wave6データにある、Tbirth_y、Tbirth_m、Tgender、entwavという変数も削除してくださ

い。両方のデータに同じ名前の変数があり、新しい Wave のデータに最新の情報が入っている

ためです。 

（２）抽出時・記録時における生年月の誤りについて  

・対象者を追跡調査する過程で実施した住民票の確認などから、各 Wave（特に初めて調査に参

加したWave）に入力された名簿の生年月に誤りのあるケースが数件発見されています。  

・この問題により、本データの追跡対象者には、抽出時、実際には対象年齢外だった人が含まれ

ます（ID=3500007, 8210000, 3510201, 4210001, 8210001, 21400, 21402, 21404, 32002)。  

・上記の問題については、データの直接的な修正は行わず、追跡対象者（抽出された Wave に協

力した人）については、2007年までに確認された「正しい」名簿情報についての変数をWave4

より別途追加しました（生年：Tbirth_y、生月：Tbirth_m、性別：Tgender）。  

（３）最長職・就学年数 （表中の注意点も確認のこと） 

・最長職と、本人および配偶者の就学年数は、原則として各調査時で本人調査に回答した新規対

象者のみに質問されています（ただし、Wave2ではWave1からの対象者にも質問）。本人の就

学年数の情報は、Wave7のデータの Educw1_7という変数で、まとめて確認ができます。対象

者および配偶者の最長職、配偶者の就学年数の情報は、Wave1、Wave2、Wave4、Wave5のい

ずれかのデータに戻って得る必要があります。（どのデータに戻るかは、entwav の変数を参照

してください。新規に抽出された waveで質問されています。）  

（４）本表における表記等  

○ 質問項目あり（Wave7において sがついているものは短縮版にもある項目） 

 × 質問項目なし 

★ 質問項目には含まれないが、データ上は情報あり 

  W1～W7は、それぞれWave1～Wave7を意味します。  

 



W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7
1987 1990 1993 1996 1999 2002 2006

《１．基本属性など》

回収状況
★

w1status
★

w2status
★

w3status
★

w4status
★

w5status
★

w6status
★

w7status
本人調査完了、代行調査完了等の情報。新しい
Waveのデータに含まれる変数を使用のこと。

地域特性（居住地域）

★
j1v004※

★
j2v004※
j2p004※
j2n006

★
j3v004※
j3p004※
j3n004※

★
w4areac

h※

★
j5v001
j5p001
j5n001

★
j6v001
j6p001
j6n001

★
j7v001
j7p001
j7n001

地域特性コード表を参照。
Waveによって市郡規模のコードが異なる。
※W1～W4（W2の欠票を除く）は、居住地域と市郡
規模の組み合わせで１つの変数となっている。

地域特性（市群規模）

★
j1v004※

★
j2v004※
j2p004※
j2n007

★
j3v004※
j3p004※
j3n004※

★
w4areac

h※

★
j5v002
j5p002
j5n002

★
j6v002
j6p002
j6n002

★
j7v002
j7p002
j7n002

地域特性コード表を参照。
Waveによって市郡規模のコードが異なる。
※W1～W4（W2の欠票を除く）は、居住地域と市郡
規模の組み合わせで１つの変数となっている。

移動状況 ×

★
j2v505
j2p009

★
j3v009
j3p009
j3n009

★
w4mvflg

★
j5v005
j5p005
j5n005

★
j6v005
j6p005
j6n005

★
j7v005
j7p005
j7n005

生年月日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s
★データの最後に、最新名簿での生年月あり
（Tbirth_y,Tbirth_m）

性別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s

・同居家族構成の「本人」の性別（ j1v050, j2v050,
j3v040, j4v052・・・など）
★データの最後に、最新名簿での性別あり
（Tgender）

就学年数（本人） ○ ○ × ○ ○ × ×

・W3,W6, W7は新規対象者がいないため質問せ
ず。
・W2,W4,W5は「行かなかった」が1となっている。
★Educw1_7は、W5までの就学年数のデータを統
合して作成した変数。W2までに入った人はW2(W2
の回答がない場合はW1）の回答、それ以降に
入った人は新規抽出されたWaveの回答が入って
いる。新規抽出時に代行調査だった人は就学年
数を質問していない（77のコードが入っている）。

両親の最終学歴 × × × × × ○ ×

死亡の状況

★W1～3は、データの最後に、W2までの死亡有
無、Ｗ3までの死亡有無、死亡年月の変数あり。
★W4,W6は、データの最後に、死亡が判別した
wave (d_wave4,d_wave6)、W4,W6時点での死亡年
月(death4_g, death4_y, death4_m, death6_g,
death6_y, death6_m)の変数あり。
★W7は、データの最後に、W7までの死亡の有無
(w7totald)、死亡が判明したwave（d_wave7）、死亡
年月(totaldg7、totaldy7、totaldm7)の変数あり

どのwaveからの対象者か ★entwav ★entwav ★entwav
その対象者が抽出されたwave(1,2,4,5)。W7の
entwavはW5と同じ内容。

《２．就労》

現職の有無 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○s

事業などをしている場合、対象者本人は実際に
は引退し、その仕事に関わっていなくとも、名前だ
けは役員として残っている場合があるが、その場
合には、実態を優先させている。
※W4までは質問形式が異なるが､就労の有無の
みなら比較可。

現職の雇用形態 × ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○ ※W2-W4：自営業か否かのみ

現職の従業員規模 × × × × ○ ○ ○

現職の職種（職業コード） ○ ○ ○ ○ ○ ○※ ○※
職業コード表参照
※W6・W7は事業内容は聞いていないが、職業
コードはあり

職業威信スコア ○ ○ ○ ○ × × ×

職業威信スコア (OCCUPATION PRESTIGE
SCORE)の数値については、『社会階層の構造と
過程　１ 社会階層の構造と過程』（直井優・盛山
和夫編著、東京大学出版会、1990）を参照のこ
と。なお、本データでは、本来小数点第一位まで
の数値が3桁の整数で入力されている（例：62.7→
627）。

年間労働月数 ○ ○ × ○ ○ ○ ○

週あたり労働日数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1日の労働時間 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
1時間以下の端数は30分未満は切り捨て、30分
以上は切り上げ

退職の有無と時期 ○※ ○※ × ○ ○ ○※ ○※
※W1・W2は最後にやめた時期とそれ以前でやめ
た時期を質問。W1はワーディングが異なる。
※W6は過去3年間、W7は過去4年間について

項目 注意点
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W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7
1987 1990 1993 1996 1999 2002 2006

項目 注意点

最長職は現職か × ○ × ○※ × × ×
※新規対象者のみに質問。W3,W6, W7は新規対
象者がいないため質問せず。（以下最長職に関し
て同様）

最長職の雇用形態 × ○※ × ○※ ○※ × ×
※W2は自営業かのみ。W4,W5は新規対象者のみ
に質問

最長職の従業員規模 × × × × ○※ × × ※新規対象者のみに質問

最長職の職種（職業コード） ○ ○※ × ○※ ○※ × ×
※W2,W4は最長職が現職でない場合のみ
※W4,W5は新規対象者のみ

《３．家族》
婚姻状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s

結婚時期 ○※ ○ ○※ ○ ○ × ×
※W1：質問のワーディングが異なる（初婚につい
て質問）
※W3：過去3年間について

離死別時期 ○※ ○ ○※ ○ ○ ○※ ○※
※W1：質問のワーディングが異なる
※W3：過去3年間について
※W6・W7は死別時期のみ

子ども数 ○ ○ ○※ ○ ○ ○ ○s ※W3は別項目の同居子数＋別居子数より

子どもの性別・年齢･配偶者の有
無・仕事の有無・お宅からの距離

×※ ×※ ×※ ×※ ○※ ○ ○s
※W5は子どもの学歴を含む。W1～W4は、同居者
の一覧表より同居子の性別・年齢のみわかる。

同居者数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s
同居･別居の定義は回答者の判断。ただし、回答
者から質問を受けた場合は、同じ屋根の下に住
んでいれば、玄関や台所が別でも同居とみなす。

同居者の続柄、年齢、性別 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s

世帯主 ○ ○ ○ ○ × × ×

成人子との同居開始時期 ○ ○ × × ○※ × × ※W5は「この3年間での同居開始」

成人子との同居理由 × × × × ○ × ×

別居子の有無 ○ ○ ○ ○ ○※ ○※ ○s※
※W5～W7は、子どもの一覧表での距離の回答
と、調査員確認の別居子の有無の記入（別居子
交流頻度の前）との矛盾数件あり。

別居子数 ○ ○ ○ ○ ○※ ○※ ○s※
※W5以降は子どもの性別･年齢・距離などの一覧
表より

1時間以内別居子数 ○ ○ ○ ○ ○※ ○※ ○s※
※W5以降は子どもの性別･年齢・距離などの一覧
表より

孫の数 ○ ○ × ○ ○ × ×

別居子交流頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s

最も親しい子との交流頻度 ○ ○ × × × × ×

1時間以内親戚数 × × × × ○ × ×

【配偶者の就労】
　　配偶者の現職有無 ○※ ○ × × ○ ○ ○ ※W1：女性のみ

　　配偶者の現職雇用形態 ○※ ○※ × × ○※ × ×
※W1は女性のみ。W1･W2は自営業か否かのみ
だが､職種（職業コード）は別にあり（W5は職種な
し）。

　　配偶者の年間労働月数 ○※ ○ × × × × × ※W1：女性のみ

　　配偶者の週あたり労働日数 ○※ ○ × × × × × ※W1：女性のみ

　　配偶者の1日の労働時間 ○※ ○ × × × × × ※W1：女性のみ

　　配偶者の現職は最長職か ○※ ○ × × × × × ※W1：女性のみ

　　配偶者の最長職雇用形態 ○※ ○※ × × ○※ × ×
※W1・W5：女性のみ。W1･W2は自営業か否かの
みだが､職種（職業コード）は別にあり（W5は職種
なし）。

配偶者の就学年数 ○※ ○ × × ○※ × × ※W1・W5：女性のみ

【配偶者の健康】
　　配偶者の住まい × × × × ○ × ×

　　配偶者のADL × × × × ○ ○ ○

　　配偶者のIADL × × × × ○ ○ ○

　　配偶者の痴呆の診断の有無 × × × × ○ × ×

　　配偶者の福祉サービスの利用 × × × × ○ ○ ×

【子どもへの援助】
　　子どもの卒業後の経済的援助 × × × × ○ ○※ × ※W5とW6で質問の仕方、項目が異なる。

　　子どもの卒業後の金銭以外
　　　の援助

× × × × × ○ ×

　　子どもの生活費援助（過去1年） × × × × ○ ○ ○

《４．社会関係（家族以外）、社会的支援》
【友人・近隣、グループ参加（社会的統合）】
　親友数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 99人以上の回答には｢99｣の値が入っている。

  親友との交流場所 × × × ○ × × ×

　近所づきあい数 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 99人以上の回答には｢99｣の値が入っている。

　友人・近所・親戚電話接触頻度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○
※W1・W2とW3・W4とW5・W6で質問項目のワー
ディングが若干異なる（W5,6は、「お子さんは含め
ないでお答えください」が追加）

　友人・近所・親戚対面接触頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s 同上
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W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7
1987 1990 1993 1996 1999 2002 2006

項目 注意点

　参加グループ数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　グループ参加頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　グループ世話役数 ○ ○ × × ○ × ×

　参加グループの種類 × × × × × ○ ×

　孤立感 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　理解者の有無 ○ ○ × × × × ×

【社会的支援の受領】

　傾聴者と程度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○
※W1・W2はW3以降と質問形式が大きく異なる。
W1,W2は3種類の関係別に程度を質問、W3以降
は1番目の人の程度（他のサポート項目も同様）

　　　１番、２番の傾聴者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　いたわってくれる人と程度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○ ※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる（同上）

　　　１番、２番のいたわり者 × × ○ ○ ○※ ○※ ○※ ※W5以降は１番の人のみ

　周囲の心の支えへの満足度 ○※ ○※ ○※ × × × ×
※W1～W3すべて若干ワーディングあるいは質問
形式が異なる

　病気の世話をあてにできる人
　　と程度

○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○ ※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる

　　　１番、２番に病気の世話を
     あてにできる人

○ ○ ○ ○ ○※ ○※ ○※ ※W5以降は１番の人のみ

　　　1年以内の病気の世話程度 ○ ○ ○※ × × × ×
※W1・W2は「親しい人」からの世話、W3は「1番目
の人」からの世話

　経済的援助をあてにできる人
　　と程度

○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○ ※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる

　　　１年以内の経済的援助程度 ○ ○ ○※ × × × × ※W3は1番の人のみ

　日常手助けしてくれる人と程度 × × ○ ○ ○ ○ ○

　　　1番、2番に手助けしてくれる人 × × ○ ○ ○※ ○※ ○※ ※W5以降は１番の人のみ

　病気世話や経済的援助へ
　　　の満足度

○※ ○※ ○※ × × × × ※W1～W3すべてワーディング異なる

　寝たきり世話してくれる人と程度 × × × × ○ ○ ○

　　　1番、2番に世話してくれる人 × × × × ○ ○ ○

【ネガティブサポート】

　周囲からの頼まれ事の程度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○
※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる。3種類
の関係別に質問

　周囲からの小言、文句の程度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○ ※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる

　周囲からの世話焼きの程度 ○ ○ × × × × ×

　周囲の人の自分にとっての
  経済的負担の程度

○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○
※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる。2種類
の関係別に質問

【社会的支援の提供】

　話をきいてあげる程度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○
※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる。W1は2
種類、W2は3種類の関係別に質問

　励ます、慰める程度 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○ ※W1・W2はW3以降と質問形式が異なる（同上）

　周囲への援助提供の有無と頻度 × × ○※ ○※ ○※ ○※ ○※

※W3・4は質問形式が異なる。W5・6では「家族･
親戚･自分のために家事･買い物・子守をしたか」
と「友人･近所の人のために何らかの手伝いをし
たか」に設問が分割
※W7 ではそこから「友人・近所」の項目を削除

　自分の周囲への思いやりは十分か ○ ○ ○ × × × ×

　周囲への役立ち感 ○※ ○※ × × × × × ※W1は2種類、W2は3種類の関係別に質問

　周囲にしてあげる事は十分か ○ ○ ○※ × × × × ※W3のみ若干ワーディング異なる

　家族や親戚の介護･看病の有無
  とその相手及び頻度

× × × × ○ ○ ×

　自分以外の介護者の有無 × × × × ○ × ×

《５．身体的健康》
【病気・視力・聴力等】

　慢性疾患 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○s
※W4までは「日常生活の支障程度」も質問。W5
からは疾患の有無のみ。疾患の項目数が回に
よって異なる。

　視力、視力補助具使用の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　聴力、聴力補助具使用の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　寿命予想 × × × ○ × × ×

　１年以内失禁の有無 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○
※回によってワーディングが若干異なる（W3と
W4、W5からW7は同じ）

　２週間以内に床に就いた日数 × ○ ○ ○※ ○ ○ ○

※j4v221には、3件にあり得ない値（17,30）が入力
されているが、原票がすでに処分されており確認
できなかったため、そのままになっている。分析時
の扱いに注意。

【ADL/IADL/身体機能】

　日常生活動作（ADL） ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○ ○s

※W1は項目数が異なる
※W1･W2はW3以降と回答選択肢のワーディング
がやや異なる
※W3のみいつから困難か、いつ回復したかを質
問
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W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7
1987 1990 1993 1996 1999 2002 2006

項目 注意点

　　　手助け者の有無と頻度 × × ○※ ○※ ○ ○ ○s
※W3,W4は最も長く続いている困難のある動作に
ついて質問。
※W4はADL・IDLを含めて。

　手段的活動能力（IADL） ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○ ○s

※W1～W3以降で項目数が異なる（W3以降は同
じ。W2はW3以降を含む）
※W1・W2はW3以降と回答選択肢のワーディング
がやや異なる
※W3のみいつから困難か、いつ回復したかを質
問

　　　手助け者の有無と頻度 × × ○※ ○※ ○ ○ ○s
※W3,W4は最も長く続いている困難のある動作に
ついて質問。
※W4はADL・IDLを含めて。

　ADL/IADL  1番、2番の手助け者 × × ○※ ○※ ○ ○ ○s
※W3はADLとIADLの手助け者を別々に質問
※W4はもっとも長く続いている困難について質問

　書類を書く・本や新聞を読む・
　健康への関心

× × × × ○ × × 老研式活動能力指標の一部

　身体的能力（15分立ち続ける、
200～300m歩く など）

○※ ○※ ○※ ○ ○ ○ ○s

※W1・W2はW3以降と項目数、回答選択肢が異な
り、5件法の項目がある。W3以降は7項目、4件法
で同じ。
※W3のみいつから困難か、いつ回復したかを質
問

【主観的健康感】
　主観的健康感 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s

　同年代との健康度比較 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　１年前との健康度比較 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

《６．保健行動（受療行動、生活習慣）など》

　医師受診回数 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○s

※W1,W2ワーディングがやや異なる。（W3以降は
同じ）
※W2は3ヶ月以内と1年以内について（他は3ヶ月
以内について）。W2は疾患別の受診・入院回数等
が別質問でもある。

　入院日数 ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※

※回によりワーディングがやや異なる(W5以降は
同じ)
※W1,W4,W5,W6, W7 は半年以内(W4は半年以内
の入院回数）、W2は半年および1年以内、W3は1
年以内。

　入院時期と理由 × × ○ × × × ×

　歯医者受診回数（1年間） × × ○ × × × ×

　健康診断頻度 × ○ × × × × ×

　精神面相談回数（3ヶ月内） ○ ○ × × × × ×

　整体・鍼灸等利用回数（3ヶ月内） × ○ × × × × ×

　服薬有無および定期的か否か ○ ○ × × × × ×

　大病院利用の際の病気・ケガの × × × ○ × × ×

　医師の紹介状がない場合の当惑 × × × ○ × × ×

　かかりつけ医の有無 × ○※ × ○ ○ ○ × ※W2はワーディングが異なる。

　定期的通院の有無 × × × ○ × × ×

　医療機関選択の理由 × × × ○ × × ×

　徒歩圏内の医療機関の有無 × × × ○ × × ×

　自己判断による服薬･通院の中 × × × × ○ × ×

　保健福祉サービスの相談先 × × × × ○ × ×

　保健福祉サービスの認知 × × × ○※ ○※ × ×
※W4とW5はサービスやサービスの説明が異な
る。

　通所の機能訓練・リハビリ（利用） × × ○※ ○ × × × ※過去1年。W3とW4でワーディングが異なる。

　医師の往診 × × ○※ ○ × × × ※ワーディングが異なる。

　訪問看護 × × ○※ ○ × × × ※ワーディングが異なる。

　ホームヘルプサービス × × ○※ ○※ ○※ ○ ○s

※W3は「家政婦、ヘルパーなどの訪問や配食・入
浴サービス」
※W3・W4は過去1年の利用有無、W5以降はこの
1週間の利用回数

　デイケア・デイサービス × × ○※ ○※ ○※ ○ ○s
※W3・W4は過去1年の利用有無。W5以降はデイ
サービスのみで、この1週間の利用回数

　ショートステイ × × ○※ ○※ ○ ○ ○s※

※W3は、「短期間、老人ホームに滞在」
※W3・W4は過去1年の利用有無、W5以降はこの
3ヶ月の利用回数について質問
※W7は短縮版のみで通常版はなし

　介護予防サービス × × × × × × ○s

　要介護認定申請有無と結果 × × × × × ○ ○s※ ※W7では要支援1・2を分けた

【身長・体重・生活習慣】

　身長 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
本人申告が間違っていると思われる場合、調査
員目測の記入欄あり

　体重 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　１日の睡眠時間 ○ ○ × × × × ×

　庭仕事、体操、散歩の頻度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

【医療機関・保健福祉サービス利用】
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W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7
1987 1990 1993 1996 1999 2002 2006

項目 注意点

　朝食頻度 ○ ○ × × × × ×

　間食頻度 ○ ○ × × × × ×

　飲酒有無と頻度、量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
飲酒量は、小数点第一位までの数値が2桁の整
数で入力されているので注意（例：1→0.1合, 20→
2合）

　飲酒による障害経験の有無 × ○ × × × × ×

　喫煙有無と量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

《７．精神的健康、主観的幸福感》
認知機能（「記憶力について」）
SPMSQ

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s 「記憶力について」の質問

うつ尺度（CES-D ) ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○s※

※W2,W5～W7は共通20項目(W2は一部訳が異な
る）
※W7短縮版は7項目のみ
※W1は17項目、W3は11項目、W4は12項目。
※W4までは3件法、W5以降は4件法になってい
る。

1年以内の抑うつ感有無 ○ ○ × × × × ×

自尊感情 ○※ ○※ × × × × × ※W1,W2は項目数が異なる

人生満足度尺度A ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○s ※W3以降はW1・W2の中の3項目のみ

PGCモラール尺度 ○※ ○※ ○ ○ × × ×
※W1とW2は１７項目（項目の提示順序は異なる）
※W3とW4は11項目

「生きがい」の有無 × × × × ○ × ×

将来の生活への不安 × × × × ○ × ×

【領域別満足度】
　健康状態満足度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　住まい満足度 × × ○ × × × ×

　住環境満足度 × × ○ × × × ×

　経済状態満足度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　仕事満足度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 現在仕事をしていなくても、回答している場合あり

　配偶者満足度 × × ○ ○ ○ ○ ○ 現在配偶者がいなくても、回答している場合あり

　家族満足度 × × ○ ○ ○ ○ ○

　友人満足度 × × ○ ○ ○ ○ ○

　全体的な生活満足度 × × ○ ○ ○ ○ ○

《８．経済》
【不動産】
　住居形態 ○※ ○※ ○ ○ ○ ○ ○s ※W1とW2は持ち家かどうかのみ

　土地･マンションの名義人 × × × × ○ ○ ○

　土地の広さ × × × × ○ × ×

　死亡した配偶者の不動産の相続 × × × × ○ × ×

　現在の住まいの居住年数 × × × × ○ × ×

　現住まい以外の不動産 × × × × ○ ○ ○

【収入・預貯金】

　配偶者と合わせた年収額 ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○ ○s※
※選択肢が若干異なる（W4～W6は同じ）
※W7から、選択肢を細分化

　世帯全体の年収額 ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○ ○s

　収入源 × × ○※ × ○ ○ ○ ※W3は形式が異なる

　やりくりの苦労の程度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s

　同年代との経済状態の比較 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　収入・蓄えの有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　収入・預貯金の管理者 × × × × × ○ ○

　自分･配偶者の預貯金、信託、
　債権、株などの総額

× × × ○※ ○ ○ ○
※W4：郵便・銀行貯金および株式等貯蓄の有無
と金額

【支出】

　諸支出の負担者 × × ○※ ○※ ○ ○※ ○※
※W3・W4は選択肢のワーディングが少し異なる
※W6以降は「介護福祉サービス」を追加

　諸支出の1番の負担者・同居の有無 × × ○ ○ × × ×

　1ヶ月の最低限必要な生活費 × × × × ○※ ○※ ○※ ※W5は世帯全体、W6以降は夫婦で

　貯蓄のとりくずし × × × × × ○ ○

《９．その他》
【ライフイベント（ストレス）】

　子ども喪失経験 ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※ ○※

※W1～W4は「様々なライフイベント」(下記）に含
まれる
※W1～W5は1年以内の経験。W6・W7は前回調
査後の経験で死亡時期も質問
※W3・W4は「家族が亡くなった」経験。W5は「子ど
もや孫を亡くした経験」

　1年以内の兄弟姉妹喪失経験 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○
※W１～W4は「様々なライフイベント」(下記）に含
まれる
※W3・W4は「家族が亡くなった」経験
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W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7
1987 1990 1993 1996 1999 2002 2006

項目 注意点

　1年以内の親友喪失経験 ○※ ○※ ○※ ○※ ○ ○ ○
※W1～W4は「様々なライフイベント」(下記）に含
まれる

　1年以内の様々なライフイベント
   の有無

○※ ○※ ○ ○ ※ ※ ※
※W1～W3はすべて項目数が異なる
※W5以降は「この1年で親しい友人・兄弟姉妹を
亡くした経験」のみ別項目で質問あり

　人生でのトラウマ的出来事経験 × × × × × × ○

【奉仕活動】
　奉仕活動参加の有無と頻度 × × × × ○ ○※ × ※W6はW5より2項目少ない

　奉仕活動の報酬の有無 × × × × ○ × ×

【余暇活動】
　旅行、外食、趣味・稽古事の
　　有無、頻度、費用

× × × × ○ ○ ○

【locus of control】
　locus of control尺度 ○※ ○※ ○ ○ × × × ※W1・W2はW3・W4より１項目多い。

　health locus of control × × ○※ × ○ × ×
※項目数が異なる。W3はW5の項目をすべて含
む。

　経済的コントロール感 × × × × ○ ○ ○

【家族規範】
　老親扶養への態度 × × ○ × ○ × ○

　既婚子の親との同居への態度 × × ○ × × × ×

　寝たきりのときどうしたいか × × ○※ × ○ ○ ○ ※W3は選択肢が異なる。

　不動産を誰に相続させるか × × × × ○ × ×

　介護・相続意識 × × × × × × ○

【social desirability】
　社会的望ましさ尺度 ○※ ○※ × × × × × ※項目数と、選択肢のワーディングが異なる。

【宗教】
　信仰宗教 × × × × × ○ ×

　宗教的活動（家の中） × × × ○ ○ ○ ○

　宗教的活動（家の外） × × × × × ○ ○

　宗教的信念 × × × ○ ○ ○※ ○ ※W4・W5とW6以降で一部項目が異なる

【死生観】
　死生観 × × × ○ × × ×

　安楽死を希望する程度 × × × ○ × × ×

《10．調査員観察》 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○s 面接終了後に、調査員が回答する
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資料２：Wave7（2006） 調査資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

































































































 
 













































  地域特性（地域・市郡規模）コード表 

※表中の W1～W7 は、それぞれ Wave1～Wave7 を意味する 

※W1～W4 では、地域と市郡規模の組み合わせによる 1 変数となっているが、W5～W7 は、地

域、市郡規模はそれぞれ別個の変数となっている。 

表１ 地域特性・地域（2 桁） 

Ｗ１～Ｗ７ 該当都道府県 

01=北海道 北海道 

02=東北 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

03=関東 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

04=北陸 新潟県、富山県、石川県、福井県 

05=東山 山梨県、長野県、岐阜県 

06=東海 静岡県、愛知県、三重県 

07=近畿 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

08=中国 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

09=四国 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

10=北九州 福岡県、佐賀県、長崎県、大分県 

11=南九州 熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

表２ 地域特性・市郡規模（1 桁） 

Ｗ１～Ｗ２ Ｗ３～Ｗ６ Ｗ７ 

1=１２大市 1=１３大市 1=１６大市 

2=１２大市 2=１３大市 2=１６大市 

3=１２大市 3=１３大市 3=１６大市 

4=２０万以上の市 4=１３大市 4=１６大市 

5=１０万以上の市 5=２０万以上の市 5=１６大市 

6=１０万未満の市 6=１０万以上の市 6=２０万以上の市 

7=町村 7=１０万未満の市 7=１０万以上の市 

8=町村 8=１０万未満の市 

9=町村（郡部） 

＊大市のコードは人口規模による分類ではなく、政令指定都市の識別コード。 
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表３ 東京 23 区および政令指定都市 

※W1～W4 では地域・市郡規模の３桁で、W5～W6 では地域・市郡規模の 2 つの変数の組み合

わせで、都市を特定可能 

都市名 
Ｗ１～Ｗ４ Ｗ５～Ｗ６ W７ 

地域・市郡規模 地域 市郡規模 地域 市郡規模 

札幌市 013 1 3 1 3 

仙台市 023 2 3 2 3 

東京２３区 031 3 1 3 1 

横浜市 032 3 2 3 2 

川崎市 033 3 3 3 3 

千葉市 
034 

（Ｗ３より新設） 
3 4 3 4 

さいたま市 3 5 

（W７より新設） 

名古屋市 062 6 2 6 2 

静岡市 6 3 

（W７より新設） 

大阪市 071 7 1 7 1 

京都市 072 7 2 7 2 

神戸市 073 7 3 7 3 

堺市 7 4 

（W７より新設） 

広島市 083 8 3 8 3 

北九州市 102 10 2 10 2 

福岡市 103 10 3 10 3 
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